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The Loss of Empire and The End of Pax Americana



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































注 2  「パックス・アメリカーナの終焉」を論じたもののうち主なものに、『米国・映像・日本』（青土社、
二〇〇六）と『希望と憲法』（以文社、二〇〇八）の二つの拙著があります。









注 4  この「 対日本政策に関する覚書 」は、タカシ・フジタニによって、National Archive で一九九九年
に発見されました。「覚書」原文を直ちに見せてくれたフジタニ氏の厚意に感謝します。フジタニ氏
の論考として『ライシャワーもと米国大使の傀儡天皇構想』（『世界』二〇〇〇年三月号）及び“The 
Reischauer Memo: Mr. Moto, Hirohito, and Japanese American soldiers” in Critical Asian Studies, 
33:3, 2001. を参照してください。昭和天皇の処置については、真珠湾攻撃のあった一九四一年の翌年に、
既に戦争省内で政策の検討がはじまっています。一九四二年九月、つまり、日本の敗戦の 3 年前に既
に、戦後の日本占領の方策が研究されていたのです。なお原文は Edwin O. Reischauer, “Memorandum 
on Policy Towards Japan,” 14 September 1942; with materials collected by War Department General 
Staff, Organization and Training Division, G-3. Concerning “Enlistment of loyal American citizens of 
Japanese descent into the Army and Navy,” 17 December 1942; 291.2, Army-AG Classified Decimal 
File 1940-42; Records of the Adjunct General’s Office, 1917-, Record Group 407; Entry 360; Box 147; 
National Archives at College Park, MD で、合州国の National Archive に保存されています。
注 5  例えば、アメリカ合州国国務省長官ヒラリー・クリントン（Hilary R. Clinton）は「アメリカの太平洋
の世紀（America’ Pacific Century））と題する論文を『Foreign Policy 誌』（November 2011）に発表
しています。これはオバマ政権の、外交宣言と受け取ってよいでしょう。そこでは、「封じ込め政策」
とは全く違った中国との協力によって太平洋の秩序を維持するビジョンが語られています。
注 6  古典的な主権概念と、国家をあたかも有機的に統合されたものであるかのように考える国家観を批判
的に論じたものとして、特に重要なのは、Michel Foucault, <IL FAUT DEFENDRE LA SOCIETE> 
Cours au Collège de France, 1976, Paris: Gallimard et Seuil で、 とくに第二講（1976 年 1 月四日）と第
三講（一九七六年一月二十一日）二十一 - 五十五頁が重要です。
注 7  「合州国の満州国」については、前掲拙著『米国・映像・日本』と『希望と憲法』を参照してください。
注 8  ジョン・ダワーも、ダレスは日本を「西洋」（西側陣営と訳されてきました）に惹き付けておくため
には日本人の人種的優越感を利用すべきであると考えていた（Introduction in ’E. H. Norman, Japan 
and the Uses of History’: 40-41）と、しています。 ダワーも、Frederick S. Dunn（Peace-making 
and the Settlement with Japan, Princeton University Press, 1963: 100）を引いています。













“Positions and positionalities: After two decades”in positions asia critique, vol.20, no.1, 2012:67-94 を
参照してください。
注 11  拙訳、Frederick S. Dunn, Peace-making and the Settlement with Japan, 100）。原文は次の通り、“ it 
might be possible to capitalize on the Japanese feeling of racial and social superiority to the Chinese, 
Koreans, and Russians, and to convince them that as part of the free world they would be in equal 
fellowship with a group which is superior to the members of the Communist world. ” 五十嵐武士
も『ダレス覚書』（1950 年 6 月 6 日）の全く同じ箇所を引用していますが、興味深いことに、ダレス
の人種主義の指摘はないし、訳文もむしろ原文の人種主義的な意味を避けるようになされている点
は、興味深いです。（『対日講和と冷戦』東京：東京大学出版会、1986：145-146）。これとは対照的に、
ジョン・ダワーはダレスの人種主義を指摘しています。 John Dower, War without Mercy, New York: 
Pantheon Books, 1986: 311
注 12  岸信介と佐藤栄作が CIA から資金をせびっていたことについては、ニューヨーク・タイムスの Tim 
Weiner 記者の記事に詳細に記されています。“C.I.A. Spent Millions to Support Japanese Right in 50’s 
and 60’s” New York Times, October 9, 1994. 驚くべきことに、この記事が日本の全国新聞・全国テレ
ビネットワークで報道されたことは、私の知るかぎり、皆無でした。





注 14  西川長夫、『＜新＞植民地主義論～グローバル時代の植民地主義を問う』平凡社、2006；『植民地主義
の時代を生きて』平凡社、2013。








注 17  この半世紀の変化を考えるために、一九五〇年代からの個人あたりの名目国内総生産の変化を簡単に
追ってみることにしましょう（ 統計源としては国際通貨基金（International Monetary Fund）の国際
比較推計値、世界銀行（The World Bank）統計、及び合州国諜報局資料集（CIA Source Book）を綜
合して用いました）。日本が連合国の占領から名目上の独立をした一九五二年には一人当たりの国内総
生産（GDP）で通貨の購買力で補正された値（Per capita gross domestic product purchasing power 



















同じ所得水準に達しています。さらに注目すべき点は、台湾が 一人当たり GDP-PPP で日本を追い越
して、日本の約一〇七％になっていることです。つまり、一人当たり台湾の平均的な個人の所得が日
本人のそれを七％上回るという事態になっているのです（以下に、参考にした過去四〇年間の一人当
たり平均年収入の IMF 推定値を記しておきます。 IMF estimates （現時点 US$ 購買力平価換算値）
　1982 年 : USA 14,410; 中国 327; 日本 10,615; 韓国 3,040; 台湾 4,466.
　1992 年 : USA 25,467; 中国 1,028; 日本 21,057; 韓国 9,443; 台湾 11,901.
　 2002 年 : USA 38,123; 中国 2,884; 日本 26,749; 韓国 18,878; 台湾 21,613.2012 年 : USA 51,704; 中国 9,055; 
日本 35,856; 韓国 31,950; 台湾 38,357.）。この半世紀の間に東アジアの地政的な富の分布が変わってきた
ことがよくわかるでしょう。
注 18  Kazuo Ishiguro, The Remains of the Day, London: Faber and Faber, 1989.
注 19  江藤淳と無条件降伏論争については、西川長夫が優れた要約を発表しています。『日本回帰・再論』（京
都、人文書院、2008 年刊、224-256 頁）
注 20 武藤一羊、『＜戦後日本国家＞という問題』（東京、れんが書房新社、1999 年刊）
注 21  江藤淳の発話の位置と、植民地被支配者特有のルサンチマンについては、拙著『希望と憲法』（東京、
以文社、2008 年刊）の 228-266 頁を参照してください。
注 22  米山リサ「戦争のかたり直しとポスト冷戦のマスキュリニティ」，倉沢愛子他編『岩波講座　アジア
大平洋戦争』第 1 巻、（岩波書店、2005 年刊、317 ～ 356 頁）を参照してください。
注 23  関係的同一性と種的同一性の概念的区別については、これまでも何度か論じてきました。拙著『死産
される日本語・日本人』東京、新曜社 1996: 166-210; 『希望と憲法』東京、以文社 , 2008: 85-148; “The 
Body of the Nation: the Pastorate, the Emperor System, and the Society of Sympathy of Japan’s 
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Intellectual Modernization” in Biopolitics, Ethics and Subjectivation, Alain Brossat, Yuan-Horng Chu, 
Rada Ivekovic, and Joyce C. H. Liu ed., Paris, L’Harmattan, 2011: 91-120；「國體與同情社會：天皇
制牧養」Wei Yin trans. in Router: A Journal of Cultural Studies, vol. 11 Autumn 2010: 10-35、およ
び“From Relational Identity to Specific Identity　―　Equality and Nationality,” in Values, Identity 
and Equality in 18th - and 19th -century Japan, Peter Nosco et al ed., Boston: Brill, 2015 などを参照し
てください。
注 24  ひろた　まさき『日本近代思想体系　差別の諸相』解説、東京：岩波書店、1990.
注 25  ミシェル・フーコーは、統治法の変遷をたどり、 大雑把にいって、古代オリエントの統治法に牧人
権力を、近代西洋の統治法として生権力を配分していきましたが、まず第一にフーコーの考える「西
洋」なるものに疑いをもたざるをえません。むしろ、牧人権力と生権力を連続的なものと考える方が、
この場合より効果的な分析を可能にしてくれるのではないでしょうか。Michel Foucault, Sécurité, 
Territoritoire, Population: Cours au Collège de France, 1977-1978. Paris: Gallimard & Seuil, 2004.










注 27  霊 的 な 一 体 感（communion） に つ い て は、Jean-Luc Nancy, La communauté désoeuvrée, Paris, 
Christian Bourgois Editeur, 1999 （日本語訳、J ＝ L・ナンシ 『ー無為の共同体』西谷修・安原伸一朗　訳、
東京、以文社、二〇〇一年刊）を参照してください。
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